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平成２４年１２月教育委員会会議の要旨

１ 日 時

平成２４年１２月６日（木）

開会 １５時 閉会１６時４７分

２ 場 所

教育庁教育委員会室

３ 出席委員

委員長 村上 智真

委員長職務代理者 稲野 靖枝

委員長職務代理者 山縣 俊郎

委員 岡野 芳子

委員 中田 範夫

委員（教育長） 田邉 恒美

４ 出 席 者

教育次長 上野 清

教育次長 竹本 芳朗

審議監 小西 哲也

教育政策課長 河村 邦彦

教職員課長 田坂 祐治

義務教育課長 桑原 一郎

高校教育課長 廣川 晋

特別支援教育推進室次長 石本 正之

社会教育・文化財課長 大嶋 弘行

人権教育課長 尾﨑 敬子

学校安全・体育課長 中村 充範

教育政策課企画監 濵井 昭巳

やまぐち総合教育支援センター次長 十河 悟

学校安全・体育課学校安全管理監 清時 崇文
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議 案

議案第１号『山口県教育委員会表彰規則による表彰について（報告承認）』

【概要】

柳井市立柳東小学校長 西川 敏之 に対して、教育長が臨時に代理して永年精勤
にしかわ としゆき

として表彰したことを報告し、承認された。

報 告 事 項

◆『「やまぐちっ子の学力を育む検証・改善委員会」の中間報告』について報告された。

【概要】



- 3 -



- 4 -

【 質 疑 】

○山 縣 委 員：本検証・改善委員会と同様な委員会は、過去にもあったのか。

●義務教育課長：平成１９年度から組織され、委員の構成を変えて継続している。

○山 縣 委 員：現在の検証・改善委員会委員はどのような構成か。

●義務教育課長：大学教授、県ＰＴＡ連合会長、県小・中学校長会長、市町教育委員会

事務局職員、県教育委員会事務局職員及び学校現場の教員で構成され

ている。また、ワーキンググループは、各教科で学力向上に中心的に

取り組んでいる指導主事や教員等で構成されている。

○稲 野 委 員：今後も、本検証・改善委員会は、委員構成や検証内容等を変えて継続

して開催していくのか。

●義務教育課長：今年度は、これまで実施された５回の全国学力・学習状況調査の結果

を踏まえた学力の改善に向けた内容で開催している。今後も、委員構

成などを変えながら、学力向上対策を審議してもらうよう、継続して

いきたい。

○稲 野 委 員：第３回検証・改善委員会で、学力向上の取組の検証結果や改善に向け

た提案が審議された後、それを受けて県教育委員会事務局としては、

どのように施策等に反映する予定か。
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●義務教育課長：少人数指導などの少人数教育の方針や「やまぐち学習支援プログラム」

等の内容に審議内容を反映させ、来年度の施策等に生かしていくこと

を考えている。

○稲 野 委 員：本検証・改善委員会の審議内容については、現在、策定に向けて協議

している県教育振興基本計画の中にも位置付けていくのか。

●義務教育課長：すべての審議内容を位置付けるわけではなく、記載方法等も未定であ

るが、審議内容を生かしていきたい。

○中 田 委 員：県教育委員会の取組のうち、指導方法の工夫改善が審議項目に挙がっ

ているが、どのような取組を行っているか。

●義務教育課長：指導力が優れた教員の授業を、他の教員が見学することや、その教員

が他の教員の授業に模範授業のような形で関わることもある。また、

指導力の優れた教員の授業をビデオに撮り、Web 上で閲覧できるよ
うにしている。

○山 縣 委 員：学力には学校間の差があり、学校ごとに良い点や課題があると思われ

る。そのような課題について、直接、県教育委員会が各学校に指導し

ているのか。

●義務教育課長：各学校の課題解決に向けては、市町教育委員会と連携して取り組み、

支援しているところである。

○岡 野 委 員：学力を育む前に、人づくりとして道徳教育が重要と思うが、道徳教育

についても、本検証・改善委員会で検討されているのか。

●義務教育課長：道徳教育については、本検証・改善委員会で検討はしていない。ただ

し、子どもたち一人ひとりの学力を育むためには、道徳教育も重要で

あると考えられるため、別の形で検討されている。
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協 議 事 項

◆『山口県教育振興基本計画（仮称）の計画概要（案）』について協議された。

【概 要】
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【 質 疑 】

○村上委員長：県教育振興基本計画は、いつ頃、策定予定か。

○教 育 長：県教育振興基本計画は、各教育委員からいただいた意見を踏まえて、

来年７月の公表に向けて、今後も鋭意取り組んでまいりたい。

【 主な意見 】

○山 縣 委 員：現在、日本は豊かな国になり、昔と比べ、子どもたちがハングリー精

神を持てていないと思う。グローバル社会が進む中、今の日本の状況

に危機感を持ち、さらには世界に向かって切り開いていく人材を育て

ることが必要ではないか。『未来を拓くたくましい「やまぐちっ子」

の育成』という本県教育の目標（案）は評価できると思う。

○山 縣 委 員：山口県の教育の特色の一つである吉田松陰をはじめとした防長教育は

山口県のアイデンティティとして守っていかなければならないと思

う。ただし、時代が変容する中で、そのアイデンティティも時代に合

わせても変えていくことも必要と思われる。そのような観点が、本計

画概要（案）には反映されていると思う。

○山 縣 委 員：現行の教育基本計画と比較し、施策体系がより少なくなった３つの柱

で構成され、一層分かり易く表現されており、各委員の意見が反映さ

れている。このように、基本的方向性のポイントを絞り示すことによ

り、目指すべき方向性が共有化されるとともに、地域の実情に合わせ

た教育が各教育現場で展開することができると思われる。

○岡 野 委 員：教育で一番大切なことは、人づくりだと思われる。人として、社会で

生きていくために、一番根底にあるのは、道徳教育、食育など心身の

成長である。その上で、学力などが育まれるものと思う。

○岡 野 委 員：山口県は、吉田松陰といった素晴らしい人材がいる。吉田松陰の教育

方針である一人ひとりの個性を大切にし、共磨きを行いながら、学ん

でいくことを県教育振興基本計画に生かしてほしい。この教育方針は、

計画概要（案）にも３つの力や、３つの心に示されているが、それが

生かされていることをより分かり易く表現してほしい。

○岡 野 委 員：山口県は、吉田松陰をはじめとした素晴らしい人材が輩出されている

ため、その先人たちから学ぶことを、県教育振興基本計画に記載して

ほしい。

○岡 野 委 員：美しい日本語や日本の文化などを子どもたちに継承することも必要で

ある。
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○稲 野 委 員：県教育の目指すべき方向性が、子どもたちに教育を行う学校現場の教

員の方々などと共有していないと、県教育の推進の成果が上がらない

と思われる。また、学校、家庭、地域と連携した教育も重要であるた

め、学校関係者を含め、県民の方々と、その方向性を共有していくこ

とが重要である。

○稲 野 委 員：本計画概要（案）の３つの力、３つの心は、保護者として、子どもに

身に付けてほしいものと考えている。しかしながら、各家庭の教育力

は、異なるため、学校教育とともに、家庭教育や地域での教育を、一

層充実させてほしい。

○稲 野 委 員：山口県の教育は、先進的な取組を行っていると思われる。そのため、

今後も特色ある県教育を推進し、子どもたちが山口県で教育を受けて

よかったと思われるよう、取り組んでいきたい。

○中 田 委 員：教員が子どもたちに授業を行うだけではなく、子どもたち同士が教え

合うことにより、教わる子どもはモチベーションが高くなり、教える

子どもは、より一層の理解を深めることになると思われるため、子ど

もたち同士の学び合いの機会を作っていくことをしてほしい。
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意 見 交 換

◆『震災の教訓を踏まえた防災教育の充実について』

【概要】
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【 主な意見 】

○村上委員長：震災はいつ発生するか、予測がつかないため、臨機応変に対応ができ

るよう、日頃の防災訓練等が大事である。学校長をはじめとした教員

の方々が、子どもを災害から守ることを第一に考え、防災訓練事例集

などを活用した、より具体的な防災訓練等を行い、子どもたちだけで

はなく、教員の方々にも防災に対する意識付けを行うよう、取組を進

めてほしい。

○山 縣 委 員：防災訓練を実施する場合は、子どもたちに災害の発生により重大な被

害が生じる場合もあると、子どもたちに緊張感をもたせ、実施するこ

とにより、子どもたちの「生きる力」、社会で生き抜く力を育むこと

にもつながると思う。

○教 育 長：防災教育については、危機管理の鉄則である「悲観的に準備し、楽観

的に対応する」ことを各学校に徹底するとともに、災害発生時に子ど

もたちが自分の命は自分が守るという行動ができるよう推進していき

たい。

○山 縣 委 員：児童生徒用の補助教材の防災教育テキストは、災害発生のメカニズム

やその対象方法が記載されており、良くできている。そのため、子ど

もたちがこの点を学び、災害発生時に適切な行動ができるよう、しっ

かりと学校や家庭などで活用し、その中で自分の命は自分が守るとい

うことを意識付けてほしい。

○岡 野 委 員：防災アドバイザーとともに、学校を訪問した際に、各学校の防災事業

への対応が異なっているよう、見受けられた。防災アドバイザーの点

検報告書を踏まえて、全県的に各学校長をはじめとした教員、さらに

は市町教育委員会が危機意識を共有し、対応することが必要ではない

か。

○稲 野 委 員：今は、東日本大震災が発生し、県民の危機意識が高い状況にある。今

後も、この危機意識が薄れないよう、さらには、防災訓練等がマンネ

リによる形骸化しないよう取り組んでいくことが必要である。

○稲 野 委 員：災害が発生した時は、予測できない事態が生じることがあると思う。

そのため、日頃から県外などの災害発生の報道などを活用して、応用

的な防災教育を展開してほしい。
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○岡 野 委 員：災害発生時の対応は、地域が一丸となって取り組むべきものと思われ

るため、学校における防災訓練は、近隣の各学校等や自治体と合同で

行うことにより、一層充実した防災訓練ができるのではないか。

また、児童生徒の保護者への引き渡しについても、避難訓練等に盛り

込み実施するべきではないか。

○岡 野 委 員：各学校が避難場所に指定される場合は、ただ、その指定を受けるだけ

ではなく、事前に自治体と災害発生時の対応等について協議を行い、

災害発生時にはより実情に即した対応ができるよう、県教育委員会が

方針を示す必要があるのではないか。


